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１．調査概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世田谷区 

ひとり親家庭調査報告書 

（概要版） 

 

「（仮称）世田谷区子ども・若者総合計画（第３期）」の策定にあたり、世田谷区のひとり親家庭の実態を把

握し、今後の区のひとり親家庭支援等の検討に資することを目的とする。 

調査目的 

 

＜調査概要＞  ＜調査項目＞ 

○対象者 児童育成手当受給世帯のうち、申請理 （１）回答者について 

由が離婚、死亡、生死不明、遺棄、未婚 （２）住居について 

である世帯の保護者 3,816 人  （３）ふだんの生活について 

○対象者数 3,816 人  （４）仕事について 

○調査方法 郵送配布、郵送回・インターネット回答  （５）経済状況について 

（礼状兼督促状１回）  （６）子育てについて 

○調査期間 令和５年 11 月１日（水）～１１月 22 日（水）  （７）相談支援について 

 

○回収数 1,845 件【内訳】郵送：921 件、インターネット：924 件  

○回収率 48.3％【内訳】郵送：24.1％、インターネット：24.2％  

   

アンケート調査の概要 

 

１  回答は、それぞれの質問の回答者数を基数とした百分率（％）で示している。それぞれの質問の回答者

数は、全体の場合はＮ、それ以外の場合にはｎと表記している。 

２  ％は小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位までを表記している。従って、回答の合計が

必ずしも 100.0％にならない場合（例えば 99.9％、100.1％）がある。 

３  回答者が２つ以上回答することのできる質問（複数回答）については、％の合計は 100％にならない

ことがある。また、グラフは原則多い順に並び替えている（「その他」、「ない」、「無回答」以外）、順番に

意味がある場合は、選択肢順としている。 

４  報告書本文及び概要版の設問文、グラフ中の表記、選択肢の表記を一部省略している。 

図表のみかた 
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２．アンケート調査 

（１）回答者について 

 

 

 

回答者は、「父親」が 4.8%、「母親」が 94.6%、「養育者（祖父母等）」が 0.5%、「その他」が 0.1%となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢は、「45～49歳（26.9％）」が最も高く、「40～44歳（23.4％）」、「50～59歳（22.5％）」が続い

ている。 

平成 30 年度調査と比較すると、令和５年度は 45 歳以上の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家族形態は、「母子家庭、自分（母）・子ども（74.1％）」が最も高く、「母子家庭、自分（母）・子ども・自分の

父母（12.7％）」、「母子家庭、それ以外（7.8％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

回答者 

父親

4.8 

母親

94.6 

養育者（祖父母等）

0.5 

その他

0.1 

無回答

0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,845)

家族形態 

父子家庭、

自分（父）・

子ども

3.7 

父子家庭、

自分（父）・

子ども・

自分の父母

0.8 

父子家庭、

それ以外

0.3 

母子家庭、

自分（母）・

子ども

74.1 

母子家庭、

自分（母）・

子ども・

自分の父母

12.7 

母子家庭、

それ以外

7.8 

養育者

家庭

0.5 

その他

0.1 

無回答

0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,845)

年齢 

１０歳代

（※）

0.1 

0.0 

２０～

２４歳

0.6 

0.7 

２５～

２９歳

2.9 

2.2 

３０～

３４歳

6.6 

8.9 

３５～

３９歳

15.2 

16.9 

４０～

４４歳

23.4 

25.6 

４５～

４９歳

26.9 

25.8 

５０～

５９歳

22.5 

19.0 

６０歳代

以上（※）

1.6 

0.3 

無回答

0.2 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【令和5年度調査】

全体（N=1,845)

【平成30年度調査】

全体（N=1,442)

（報告書本文９ページ） 

（報告書本文９ページ） 

（報告書本文 10 ページ） 

※平成 30 年度は、選択肢が「10 代」、「60 代以上」となっている。 



 

- 3 - 

（２）住居について 

 

  

 

住居状況は、「賃貸マンション・アパート（45.6％）」が最も高く、「自分の親族名義の持ち家（23.1％）」、

「自分名義の持ち家（14.0％）」が続いている。 

平成 30 年度調査と比較すると、令和５年度では持ち家の割合が低くなり、賃貸等の持ち家以外の割合

が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

持ち家以外の住居と回答した人に、借りる際に困ったことについてたずねたところ、「条件（場所、間取、

賃料等）に合った住宅が見つからない（66.1％）」が最も高く、「転居費用を支出する経済的余裕がない

（57.8％）」、「保証人がいないことを理由として契約にいたらない（21.9％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自分名義の

持ち家

14.0 

15.3 

自分の

親族名義の

持ち家

23.1 

25.7 

賃貸

マンション・

アパート

45.6 

42.2 

都営

または

区営住宅

8.7 

8.0 

公社・

公団住宅

2.0 

1.9 

給与住宅

（社宅・公務員

住宅など）

1.5 

0.7 

母子生活

支援施設

0.7 

0.8 

その他

4.2 

3.3 

無回答

0.3 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【令和5年度調査】

全体（N=1,845)

【平成30年度調査】

全体（N=1,442)

※平成 30 年度は、質問が『住居についてお伺いします。』となっている。 

住居状況 

借りる際に困ったこと 

66.1 

57.8 

21.9 

20.5 

6.3 

12.0 

8.2 

0.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

条件（場所、間取、賃料等）に

合った住宅が見つからない

転居費用を支出する

経済的余裕がない

保証人がいないことを

理由として契約にいたらない

転居先を探す時間的余裕がない

緊急連絡先がないことを

理由として契約にいたらない

その他

特にない

無回答 全体(n=1,079)

（%）

※複数回答 

（報告書本文 11 ページ） 

（報告書本文 12 ページ） 
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持ち家以外の住居と回答した人に、必要な居住に関する支援についてたずねたところ、「家賃に対する経

済的補助（87.7％）」が最も高く、「保証人（保証会社を含む）に関する制度の充実（38.4％）」、「今後のあ

なたとお子さんの暮らし方を想定した住宅に関する相談（30.9％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ふだんの生活について 

 

             

 

ひとり親になったときの年齢は、「３５～３９歳（23.8％）」が最も高く、「４０～４４歳（22.0％）」、「３０～

３４歳（20.9％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

ひとり親になった理由は、「離婚（73.8％）」が最も高く、「未婚（12.8％）」、「死別（10.7％）」が続いてい

る。 

 

 

 

 

 

 

ひとり親になったときの年齢 

死別

10.7 

離婚

73.8 

未婚

12.8 

遺棄・行方不明

0.4 

その他

2.0 

無回答

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,845)

必要な居住に関する支援 

87.7 

38.4 

30.9 

18.7 

8.0 

2.5 

0.8 

0 50 100

家賃に対する経済的補助

保証人（保証会社を含む）に関する制度の充実

今後のあなたとお子さんの暮らし方を想定した住宅に関する相談

緊急連絡先のない場合に対応できる仕組み

その他

わからない

無回答 全体(n=1,079)

（%）

※複数回答 

ひとり親になった理由 

 
１０歳代

0.6 

２０～

２４歳

4.7 

２５～

２９歳

9.8 

３０～

３４歳

20.9 

３５～

３９歳

23.8 

４０～

４４歳

22.0 

４５～

４９歳

12.0 

５０～

５９歳

5.4 

６０歳代

以上

0.6 

無回答

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,845)

（報告書本文 13 ページ） 

（報告書本文 17 ページ） 

（報告書本文 16 ページ） 
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ひとり親になった理由で「離婚」又は「未婚」かつ認知について回答した人に、養育費を受け取っているか

についてたずねたところ、「受け取っている」が 30.1%、「受け取っていない」が 53.9%となっている。 

平成 30 年度調査と比較すると、令和５年度では「受け取っている」の割合が低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※平成 30 年度は、選択肢が「はい」、「いいえ」となっている。 

 

面会等の状況別にみると、【子どもだけ、相手方と会っている】人と【子どもと自分が一緒に、相手方と会

っている】人は、子どもまたは子どもも自分も相手方と会っていない人に比べ、養育費を「受け取っている」

の割合が高い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養育費を受け取っていると回答した人に、養育費の月額についてたずねたところ、「３万円～５万円未満

（28.4％）」が最も高く、「５万円～７万円未満（18.9％）」、「１万円～３万円未満（16.2％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

養育費を受け取っているか 

（％）
受
け
取
っ
て

い
る

受
け
取
っ
て

い
な
い

無
回
答

(n=1,584) 30.1 53.9 16.1

子どもだけ、相手方と会っている (n=420) 46.9 33.8 19.3

子 ど も と 自 分 が 一 緒 に 、
相 手 方 と 会 っ て い る

(n=262) 38.2 41.6 20.2

子ど も は、 相手 方と 会っ て は
い な い が 、 電 話 や メ ー ル 、
Ｓ Ｎ Ｓ 等 で 連 絡 を し て い る

(n= 45) 20.0 60.0 20.0

子どもも自分も、相手方と会って
は い な い が 、 電 話や メー ル 、
Ｓ Ｎ Ｓ 等 で 連 絡 は し て い る

(n=124) 29.0 54.0 16.9

子 ど も も 自 分 も 、 相 手 方 と
会っていないし、電話やメール、
Ｓ Ｎ Ｓ 等 で 連 絡 も し て い な い

(n=615) 15.4 73.3 11.2

そ の 他 (n=101) 35.6 52.5 11.9

全 体

お
子
さ
ん
と
お
子
さ
ん
の
親
と
の

面
会
等
の
状
況
別

養育費の月額 

1万円

未満

2.5 

1万円～

3万円

未満

16.2 

3万円～

5万円

未満

28.4 

5万円～

7万円

未満

18.9 

7万円～

9万円

未満

11.3 

9万円～

11万円

未満

10.7 

11万円～

13万円

未満

4.4 

13万円

以上

7.4 

無回答

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=476)

 
受け取っている（※）

30.1 

39.9 

受け取っていない（※）

53.9 

59.5 

無回答

16.1 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【令和5年度調査】

全体（n=1,584)

【平成30年度調査】

全体（n=1,262)

（報告書本文 20 ページ） 

（報告書本文 19 ページ） 
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養育費を受け取っている人に、養育費についての取り決めについてたずねたところ、「調停や審判など、

裁判所における取り決めをしている（34.9％）」が最も高く、「公正証書により取り決めている（30.9％）」、

「口頭で取り決めている（口約束）（16.0％）」が続いている。 

平成 30 年度調査では、「書面で取り決めている（40.4％）」が最も多く、「調停で取り決めている

（37.5％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平成 30 年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養育費を受け取っていない人に、養育費を受け取っていない理由についてたずねたところ、「相手方に支

払能力がない・なかった（36.6％）」が最も高く、「（自分が）もう相手方と関わりたくなかった（34.5％）」、

「養育費について取り決めをしたが、履行されていない（26.0％）」が続いている。 

平成 30 年度調査も令和５年度と上位は同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 30 年度は、選択肢が「相手方に支払い能力がなかった」となっている。また、「特にない」は非聴取。 

養育費についての取り決め 

調停や審判など、

裁判所における

取り決めをしている

34.9 

公正証書により

取り決めている

30.9 

上記１・２以外の

書面で

取り決めている

14.3 

口頭で

取り決めている

（口約束）

16.0 

取り決めを

していない

3.6 

その他

0.4 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=476)

調停で

取り決めている

37.5 

書面で

取り決めている

40.4 

口頭で

取り決めている

（口約束）

15.3 

取り決めを

していない

3.0 

その他

2.6 

無回答

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【平成30年度調査】

全体（n=504)

36.6 

34.5 

26.0 

21.6 

17.7 

17.0 

14.3 

1.9 

1.3 

11.3 

5.2 

0.2 

42.5 

33.9 

26.3 

22.5 

21.6 

18.1 

14.7 

3.2 

1.5 

9.1 

1.9 

0 10 20 30 40 50

相手方に支払能力がない・なかった（※）

（自分が）もう相手方と関わりたくなかった

養育費について取り決めを

したが、履行されていない

相手方が支払いを拒否した

養育費をもらうことで、相手方に

子どもと関わってほしくなかった

養育費について取り決めを

していなかった

相手方と連絡がとれない

自分の収入金額から、養育費を

もらう必要は無いと判断した

養育費を請求できることを知らなかった

その他

特にない

無回答

【令和5年度調査】全体(n=853)

【平成30年度調査】全体(n=750)

（%）

養育費を受け取っていない理由 

※複数回答 

（報告書本文 22 ページ） 

（報告書本文 20 ページ） 
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ひとり親になった理由で「離婚」又は「未婚」と回答した人に、面会等の状況は、「子どもも自分も、相手方

と会っていないし、電話やメール、ＳＮＳ等で連絡もしていない（33.8％）」が最も高く、「子どもだけ、相手

方と会っている（22.8％）」、「子どもと自分が一緒に、相手方と会っている（14.3％）」が続いている。 

平成 30 年度調査では選択肢が異なっているが、「子どもも自分も、相手方と会っていないし、電話やメ

ールもしていない（38.2％）」が最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平成 30 年度調査】 

 

面会等の状況 

子どもだけ、

相手方と

会っている

25.9 

子どもと

自分が一緒に、

相手方と

会っている

16.6 

子どもは、

相手方と

会ってはいないが、

電話やメール

をしている

1.5 

子どもも自分も、

相手方と

会ってはいないが、

電話やメール

はしている

7.3 

子どもも自分も、

相手方と

会っていないし、

電話やメール

もしていない

38.2 

その他

5.3 

無回答

5.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【平成30年度調査】

全体（n=1,262)

子どもだけ、

相手方と

会っている

22.8 

子どもと

自分が一緒に、

相手方と

会っている

14.3 

子どもは、

相手方と

会ってはいないが、

電話やメール、

ＳＮＳ等で

連絡をしている

2.5 

子どもも自分も、

相手方と

会ってはいないが、

電話やメール、

ＳＮＳ等で

連絡はしている

6.8 

子どもも自分も、

相手方と

会っていないし、

電話やメール、

ＳＮＳ等で

連絡もしていない

33.8 

その他

5.6 

無回答

14.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,845)

（報告書本文 23 ページ） 
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（４）仕事について 

 

      

 

現在、仕事をしているかは、「仕事をしている」が 87.7%、「仕事をしていない」が 11.4%となっている。 

平成 30 年度調査では、「仕事をしている」が 90.1％となっている。 
 

仕事をしている（※）

87.7 

90.1 

仕事をしていない（※）

11.4 

9.6 

無回答

0.9 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【令和5年度調査】

全体（N=1,845)

【平成30年度調査】

全体（N=1,442)

 

※平成 30 年度は、選択肢が「はい」、「いいえ」となっている。 

 

      

 

仕事をしている人に雇用形態をたずねた。ひとつの雇用形態のみを選んだ回答別にまとめると（複数選

んだ場合は「複数の雇用形態」として整理）、「正社員・正規職員（41.1％）」が最も高く、「パート・アルバイト

（25.3％）」、「契約社員・派遣社員（14.6％）」が続いている。 
 

正社員・

正規職員

41.1 

契約社員・

派遣社員

14.6 

パート・

アルバイト

25.3 

自営業

14.0 

その他

1.4 

複数の

雇用形態

3.5 

無回答

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,618)

 

回答者別にみると、父親は母親と比べて、「自営業」の割合が高い。母親は父親と比べて、「パート・アルバ

イト」の割合が高い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、仕事をしているか 

雇用形態 

（％）
正
社
員
・
正

規
職
員

契
約
社
員
・

派
遣
社
員

パ
ー

ト
・
ア

ル
バ
イ
ト

自
営
業

そ
の
他

複
数
の
雇
用

形
態

無
回
答

(n=1,618) 41.1 14.6 25.3 14.0 1.4 3.5 0.2

父 親 (n= 70) 42.9 15.7 7.1 28.6 1.4 4.3 0.0

母 親 (n=1,542) 41.2 14.5 26.1 13.2 1.4 3.4 0.2

養 育 者 （ 祖 父 母 等 ） (n= 4) 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

全 体

回
答
者

別

（報告書本文 27 ページ） 

（報告書本文 26 ページ） 
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仕事をしている人に、１日の就労時間についてたずねたところ、「８～９時間未満（43.6％）」が最も高く、

「７～８時間未満（17.1％）」、「６～７時間未満（10.3％）」が続いている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

仕事をしている人に、仕事を選ぶ優先度についてたずねたところ、「労働時間が希望に合うこと

（43.1％）」が最も高く、「勤務地が自宅から近いこと（39.4％）」、「仕事内容（36.8％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

仕事をしていない人に、現在の状況についてたずねたところ、「病気療養中（41.2％）」が最も高く、「就

職活動中（35.1％）」、「育児に専念中（29.9％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

１日の就労時間 

３時間

未満

0.8 

３～４

時間未満

0.9 

４～５

時間未満

3.2 

５～６

時間未満

5.3 

６～７

時間未満

10.3 

７～８

時間未満

17.1 

８～９

時間未満

43.6 

９～１０

時間未満

10.0 

１０時間

以上

8.0 

無回答

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,618)

仕事をしていない人の現在の状況 

仕事を選ぶ優先度 

※複数回答（３つまで） 

 
41.2 

35.1 

29.9 

15.2 

8.5 

5.7 

4.7 

15.2 

1.9 

0 10 20 30 40 50

病気療養中

就職活動中

育児に専念中

資格等を取得するため勉強中

親等の介護に専念中

同居の親や兄弟姉妹の家事手伝い中

学業に専念中

その他

無回答 全体(n=211)

（%）

43.1 

39.4 

36.8 

30.3 

26.8 

24.6 

21.4 

11.6 

7.7 

0.1 

0 10 20 30 40 50

労働時間が希望に合うこと

勤務地が自宅から近いこと

仕事内容

子どもが病気のとき休みやすいこと

資格や技術を生かせること

収入額

社会保険等が完備されていること

在宅で勤務できること

その他

無回答 全体(n=1,618)

（%）

※複数回答 

（報告書本文 31 ページ） 

（報告書本文 30 ページ） 

（報告書本文 28 ページ） 
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（５）経済状況について 

 

      

 

生計を立てている収入は、１～５位の合算は「就労収入（86.8％）」が最も高く、「児童扶養手当等の公的

手当（75.0％）」、「蓄えを取り崩す（50.3％）」が続いている。 

 

86.8 

75.0 

50.3 

30.6 

20.8 

10.6 

5.3 

4.0 

3.8 

2.6 

1.8 

1.6 

6.7 

0.9 

0 20 40 60 80 100

就労収入

児童扶養手当等の公的手当

蓄えを取り崩す

子どもの親（相手方）からの

養育費

親・兄弟姉妹からの支援

年金（遺族年金を含む）

金融機関からの借り入れ

生活保護

生命保険

母子・父子福祉資金等の

公的な福祉資金の貸付

高等職業訓練促進給付金等の

公的支援

友人・知人からの支援

その他

無回答
全体(N=1,845)

（%）

 

 

 

 

生計を立てている収入 （報告書本文 36 ページ） 
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年間の世帯の総収入についてたずねたところ、『①年間の世帯の総収入』は、「２５０～３００万円未満

（14.5％）」が最も高く、「２００～２５０万円未満」「３００～３５０万円未満」が各 12.1％、「３５０～４００万円

未満（10.5％）」が続いている。 

平成 30 年度調査も同様の傾向となっている。 

 

 

 2.8 

3.8 

5.0 

9.8 

12.1 

14.5 

12.1 

10.5 

8.0 

5.6 

4.0 

2.4 

2.1 

1.4 

0.7 

0.7 

0.9 

3.6 

2.0 

2.8 

5.4 

7.8 

12.4 

13.0 

11.2 

10.3 

6.2 

5.2 

3.3 

2.6 

1.3 

1.0 

0.5 

0.2 

1.0 

13.8 

0 5 10 15 20

０～５０万円未満

５０～１００万円未満

１００～１５０万円未満

１５０～２００万円未満

２００～２５０万円未満

２５０～３００万円未満

３００～３５０万円未満

３５０～４００万円未満

４００～４５０万円未満

４５０～５００万円未満

５００～５５０万円未満

５５０～６００万円未満

６００～６５０万円未満

６５０～７００万円未満

７００～７５０万円未満

７５０～８００万円未満

８００万円以上

無回答

【令和5年度調査】全体(N=1,845)

【平成30年度調査】全体(N=1,442)

（%）

年間の世帯の総収入 （報告書本文 38 ページ） 
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家計についてたずねたところ、『①家計の中で多くを占める費用』について、１～５位の合算は、「食費

（92.7％）」が最も高く、「家賃（住宅ローン含む）（69.2％）」、「光熱水費（電気・ガス・水道）（68.5％）」が

続いている。１位としては「家賃（住宅ローン含む）（49.0％）」が最も高く、「食費（28.2％）」、「育児費・教育

費（幼稚園、保育・託児費（保育施設、ベビーシッター等）、学費（小・中学校、高校、大学等））（12.0％）」が続

いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家計について、『②もっとお金をかけたいと思う費用』について、１～３位の合算は、「子どもの塾・習い事

代など（65.4％）」が最も高く、「レジャー・娯楽費（55.4％）」、「食費（46.1％）」が続いている。１位として

は「子どもの塾・習い事代など（36.3％）」が最も高く、「食費（17.0％）」、「レジャー・娯楽費（16.0％）」が

続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家計 （報告書本文 41 ページ） 

 
92.7 

69.2 

68.5 

51.4 

47.0 

42.6 

25.9 

18.5 

8.6 

7.2 

4.0 

0.5 

28.2 

49.0 

1.2 

6.1 

0.4 

12.0 

0.1 

0.2 

1.1 

0.1 

1.0 

0.5 

0 20 40 60 80 100

食費

家賃（住宅ローン含む）

光熱水費（電気・ガス・水道）

子どもの塾・習い事代など

通信費（電話・インターネット等）

育児費・教育費（幼稚園、保育・託児費（保育施設、

ベビーシッター等）、学費（小・中学校、高校、大学等））

衣服費

レジャー・娯楽費

ローンや借金など（住宅ローンを除く）

医療費

その他

無回答 1～5位の合算(N=1,845)

1位(N=1,845)

（%）

 
65.4 

55.4 

46.1 

31.6 

29.0 

12.6 

3.5 

1.8 

1.4 

1.0 

3.0 

2.5 

36.3 

16.0 

17.0 

15.2 

4.5 

5.9 

0.3 

0.4 

0.1 

0.3 

1.6 

2.5 

0 20 40 60 80

子どもの塾・習い事代など

レジャー・娯楽費

食費

育児費・教育費（幼稚園、保育・託児費（保育施設、

ベビーシッター等）、学費（小・中学校、高校、大学等））

衣服費

家賃（住宅ローン含む）

光熱水費（電気・ガス・水道）

医療費

通信費（電話・インターネット等）

ローンや借金など（住宅ローンを除く）

その他

無回答 1～3位の合算(N=1,845)

1位(N=1,845)

（%）
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（６）子育てについて 

 

      

 

20 歳未満のお子さんの人数は、「１人（62.7％）」が最も高く、「２人（29.9％）」、「３人（6.0％）」が続い

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべてのお子さん（2,645 人）の就学・就労状況は、「小学生（31.9％）」が最も高く、「高校生（23.1％）」、

「中学生（22.2％）」が続いている。 

 

未就学児

13.8 

小学生

31.9 

中学生

22.2 

高校生

23.1 

高等

専門学校

0.9 

大学生等

4.6 

就労

1.6 

その他

1.2 

無回答

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,645)

 

 

【参考】ひとり親世帯における子どもの進学率 

 世田谷区 

（本調査） 

国 

（令和３年度全国ひとり親世帯等調査） 

中学校卒業後の進路 

（進学率）※１ 
99.1％ 

母子世帯 94.5％ 

父子世帯 96.2％ 

高等学校卒業後の進路 

（進学率）※２ 
85.1％ 

母子世帯 66.5％ 

父子世帯 57.9％ 

※１：16 歳のうち、高等学校（本調査では「高校生」）または高等専門学校に在籍 

※２：19 歳のうち、大学、短大又は専修学校・各種学校（本調査では「大学等」）に在籍 

 

 

 

 

 

お子さんの人数 

１人

62.7 

２人

29.9 

３人

6.0 

４人

0.7 

５人以上

0.1 

無回答

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,845)

お子さんの就学・就労状況 

（報告書本文 43 ページ） 

（報告書本文 46 ページ） 
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子どもがいると回答した人のそれぞれに、経済的な理由でできていないことについてたずねたところ、

『①小学生のお子さんがいる人』は「１年に１回程度家族旅行に行く（50.3％）」が最も高く、「学習塾に通わ

せる（家庭教師・オンライン含む）（46.5％）」、「遊園地やテーマパークに行く（39.9％）」が続いている。『②

中学生のお子さんがいる人』は「１年に１回程度家族旅行に行く（57.4％）」が最も高く、「遊園地やテーマパ

ークに行く（42.3％）」、「学習塾に通わせる（家庭教師・オンライン含む）（40.1％）」が続いている。『③高校

生世代のお子さんがいる人』は「１年に１回程度家族旅行に行く（62.6％）」が最も高く、「学習塾に通わせる

（家庭教師・オンライン含む）（46.4％）」、「習い事（音楽、スポーツ、習字等）に通わせる（42.3％）」が続い

ている。 

 

 

経済的な理由でできていないこと 

35.2 

22.3 

35.7 

46.5 

4.6 

50.3 

14.4 

39.9 

17.4 

6.4 

2.5 

37.7 

23.9 

39.7 

40.1 

6.6 

57.4 

18.0 

42.3 

16.8 

6.2 

2.2 

40.6 

30.0 

42.3 

46.4 

10.5 

62.6 

18.4 

37.3 

12.6 

6.9 

3.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

毎月おこづかいを渡す

毎年新しい洋服・靴を買う

習い事（音楽、スポーツ、

習字等）に通わせる

学習塾に通わせる

（家庭教師・オンライン含む）

お誕生日のお祝いをする

１年に１回程度家族旅行に行く

クリスマスのプレゼントや

正月のお年玉をあげる

遊園地やテーマパークに行く

経済的な理由でできて

いないことはない

その他

無回答

①小学生のお子さんがいる人（n=714)

②中学生のお子さんがいる人（n=549)

③高校生世代のお子さんがいる人（n=593)

（%）

※複数回答 

（報告書本文 50 ページ） 
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現在の子どもや自分のことでの悩みごとは、「家計について経済的な負担（73.1％）」が最も高く、「自分

が倒れたときの子どもの将来（71.3％）」、「子どもの学力・進路（60.1％）」が続いている。 

平成 30 年度調査も令和５年度と上位は同様である。また、令和５年度では「子どもへの精神的負担をか

けていること（22.4％→34.4％）」が 12.0 ポイント高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

73.1 

71.3 

60.1 

41.9 

34.4 

32.5 

32.2 

31.4 

30.3 

27.6 

22.3 

21.2 

20.1 

17.7 

15.4 

13.9 

10.9 

10.8 

10.6 

9.9 

9.2 

5.6 

5.4 

1.9 

6.3 

2.7 

0.3 

75.1 

60.7 

44.2 

22.4 

30.5 

40.6 

30.7 

20.9 

27.7 

22.8 

17.1 

21.8 

16.7 

10.4 

12.1 

13.0 

7.4 

6.0 

8.8 

3.1 

3.1 

2.4 

5.3 

1.7 

1.9 

0 20 40 60 80

家計について経済的な負担

自分が倒れたときの子どもの将来

子どもの学力・進路（※１）

自分の健康状態

子どもへ精神的負担をかけていること（※２）

子どもとコミュニケーションをとる時間の不足

子どものしつけや接し方

仕事の負担

育児・子育ての負担（※３）

家事の負担

自分の求職・就職

子どもの友人関係

子どもの健康状態

親等の介護

再婚・恋愛（※４）

ローンや借金など

子どもの親（相手方）との関わり方

周囲のひとり親家庭への理解不足（※５）

子どもの不登校・ひきこもり

子どもへ家事等の負担をさせてしまっていること（※６）

社会からの孤立感

子どもの暴言・暴力（※７）

子どもを虐待してしまうことへの懸念

子どもの親（相手方）からのつきまとい・暴力

その他

特にない（※８）

無回答

【令和5年度調査】全体(N=1,845)

【平成30年度調査】全体(N=1,442)

（%）

平成 30 年度は、選択肢が以下のとおりとなっている 

※１：「子どもの学力（55.5％）」、「子どもの進路（39.8％）」と２つの選択肢で聴取、※２：子どもへの精神的

負担、※３：育児の負担、※４：「再婚（12.5％）」、「恋愛（7.2％）」と２つの選択肢で聴取、※５：ひとり親家庭

への理解不足、※６：子どもへの家事等の負担、※７：子どもの暴力、※８：特になし 

現在の子どもや自分のことでの悩みごと 

※複数回答 

（報告書本文 51 ページ） 
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（７）相談支援について 

 

      

 

ひとり親になる前後の悩みごとの相談先は、「自分の親（64.1％）」が最も高く、「友人・知人（53.2％）」、

「自分の兄弟姉妹（31.5％）」が続いている。 

平成 30 年度調査も令和５年度と上位は同様である。 

 

64.1 

53.2 

31.5 

26.7 

24.3 

12.4 

6.7 

6.5 

5.6 

2.6 

1.6 

1.3 

4.5 

12.8 

0.5 

66.0 

54.9 

33.6 

26.4 

25.6 

12.1 

7.4 

4.7 

6.0 

3.0 

1.5 

1.9 

5.7 

10.4 

1.8 

0 10 20 30 40 50 60 70

自分の親

友人・知人

自分の兄弟姉妹

区役所（子ども家庭支援

センター等）の職員（※）

弁護士や法テラス等の専門職員

職場の同僚

自分の親戚

ひとり親家庭の支援団体

保育園や学校等の先生

近所の人

ＳＮＳでつながった人

養育費相談支援

センター等の専門職員

その他

相談した人はいなかった

無回答

【令和5年度調査】全体(N=1,845)

【平成30年度調査】全体(N=1,442)

（%）

 

※平成 30 年度は、選択肢が「区役所（子ども家庭支援センター）の職員」となっている。 

 

ひとり親になる前後の悩みごとの相談先 

※複数回答 

（報告書本文 56 ページ） 
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ひとり親になる時に知りたかったことは、「児童扶養手当などの経済的な支援（61.1％）」が最も高く、

「住居に関する支援（48.1％）」、「子育てに関する支援（46.7％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答者別（問１）にみると、父親は母親と比べて、「児童扶養手当などの経済的な支援（67.0％）」、「子育

てに関する支援（56.8％）」の割合が５ポイント以上高くなっている。母親は父親と比べて、「住居に関する

支援（48.7％）」、「就労に関する支援（29.3％）」、「財産分与や慰謝料など法律に関すること（28.6％）」、

「養育費や面会交流に関すること（24.8％）」、「離婚時の子どもへの説明の仕方（16.0％）」、「ＤＶなどに関

する支援（7.7％）」の割合が５ポイント以上高くなっている。 

 

 

 

 

 

 
 

 

ひとり親になる時に知りたかったこと 

61.1 

48.1 

46.7 

28.7 

27.4 

24.0 

15.7 

11.4 

7.4 

2.8 

15.3 

1.6 

0 20 40 60 80

児童扶養手当などの経済的な支援

住居に関する支援

子育てに関する支援

就労に関する支援

財産分与や慰謝料など法律に関すること

養育費や面会交流に関すること

離婚時の子どもへの説明の仕方

病気や障害に関する支援

ＤＶなどに関する支援

その他

特になかった

無回答 全体(N=1,845)

（%）

（％）
児
童
扶
養
手
当
な
ど
の
経
済

的
な
支
援

住
居
に
関
す
る
支
援

子
育
て
に
関
す
る
支
援

就
労
に
関
す
る
支
援

財
産
分
与
や
慰
謝
料
な
ど
法

律
に
関
す
る
こ
と

養
育
費
や
面
会
交
流
に
関
す

る
こ
と

離
婚
時
の
子
ど
も
へ
の
説
明

の
仕
方

病
気
や
障
害
に
関
す
る
支
援

Ｄ
Ｖ
な
ど
に
関
す
る
支
援

そ
の
他

特
に
な
か
っ
た

無
回
答

(N=1,845) 61.1 48.1 46.7 28.7 27.4 24.0 15.7 11.4 7.4 2.8 15.3 1.6

父 親 (n= 88) 67.0 40.9 56.8 19.3 8.0 11.4 9.1 8.0 2.3 0.0 15.9 4.5

母 親 (n=1,745) 60.8 48.7 46.2 29.3 28.6 24.8 16.0 11.6 7.7 3.0 15.3 1.4

養 育 者 （ 祖 父 母 等 ） (n= 9) 66.7 22.2 44.4 11.1 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 22.2 11.1

回
答
者

別

全 体

※複数回答 
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公的制度・施設等の認知状況は、「ひとり親家庭等医療費助成（88.3％）」が最も高く、「公営住宅の優遇

抽選等（38.3％）」、「子育てひろば・おでかけひろば（33.4％）」が続いている。 

平成 30 年度調査と比較すると、令和５年調査で認知度が 10 ポイント以上下がったものは、「公営住宅

の優遇抽選等（58.0％→38.3％）」、「母子家庭及び父子家庭自立支援教育訓練給付金（38.3％→

27.3％）」、「冊子「ひとり親家庭が新しい一歩を踏み出すために」（37.2％→23.1％）」、「区の資金貸付

（33.0％→19.8％）」、「母子生活支援施設（36.5％→19.6％）」、「ひとり親家庭等ホームヘルプ（養育支

援等ホームヘルプ）（24.8％→14.3％）、「都の母子及び父子福祉資金貸付（25.0％→13.9％）」と７項目

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88.3 

38.3 

33.4 

28.8 

27.3 

25.3 

24.4 

24.3 

23.1 

21.1 

20.2 

19.8 

19.6 

18.4 

18.2 

17.2 

14.7 

14.3 

13.9 

11.2 

10.0 

9.8 

7.9 

7.7 

6.9 

6.3 

4.7 

1.6 

92.0 

58.0 

31.7 

28.3 

38.3 

29.4 

27.6 

32.0 

37.2 

30.8 

19.0 

33.0 

36.5 

22.7 

26.3 

17.5 

24.8 

25.0 

14.2 

13.1 

11.7 

12.8 

6.4 

8.3 

5.0 

0 50 100

ひとり親家庭等医療費助成

公営住宅の優遇抽選等

子育てひろば・おでかけひろば

ほっとステイ

母子家庭及び父子家庭自立支援教育訓練給付金

ひとり親家庭等の子どもの学習支援（かるがもスタディルーム）

受験生チャレンジ支援貸付金（塾代・受験料の貸付）

三茶おしごとカフェ

冊子「ひとり親家庭が新しい一歩を踏み出すために」

母子家庭及び父子家庭高等職業訓練促進給付金

ぷらっとホーム世田谷

区の資金貸付

母子生活支援施設

メールマガジン「ひとり親家庭支援情報」

ひとり親家庭休養ホーム

ひとり親就労支援セミナー（※１）

ショートステイ・トワイライトステイ

ひとり親家庭等ホームヘルプ（養育支援等ホームヘルプ）

都の母子及び父子福祉資金貸付

男女共同参画センター“らぷらす”の「シンママカフェ」（※２）

ひとり親世帯家賃低廉化補助事業（※３）

男女共同参画センター“らぷらす”の就業支援講座

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

養育費相談会・離婚前後の親支援講座（※４）

無料学習支援（せたがやゼミナール）（※５）

地域子育て支援コーディネーター（利用者支援事業）

特にない（※６）

無回答

【令和5年度調査】全体(N=1,845)

【平成30年度調査】全体(N=1,442)

（%）

平成 30 年度は、選択肢が以下のとおりとなっている 

※２：男女共同参画センター”らぷらす”の「シングルマザーのほっとサロン」、※４：養育費相談会、 

※５：子どもの居場所（せたがやゼミナール） 

また、平成 30 年度は※1、※３、※６は非聴取 

公的制度・施設等の認知状況 

※複数回答 

（報告書本文 65 ページ） 
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支援情報の入手先は、「区のホームページ（35.8％）」が最も高く、「区の相談窓口（子ども家庭支援セン

ター）（22.0％）」、「インターネットサイト（21.4％）」が続いている。 

平成 30 年度調査では、令和５年度と上位２位は同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

便利だと思う支援情報の入手方法は、「ＬＩＮＥ（48.8％）」が最も高く、「区のホームページ（39.8％）」、「Ｉ

ｎｓｔａｇｒａｍ（23.1％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.8 

39.8 

23.1 

21.2 

18.2 

17.5 

17.0 

13.4 

9.1 

3.9 

7.0 

2.0 

0 10 20 30 40 50 60

ＬＩＮＥ

区のホームページ

Ｉｎｓｔａｇｒａｍ

メールマガジン

区の相談窓口（子ども家庭支援センター）

冊子やパンフレット

Ⅹ（エックス：旧ツイッター）

区の広報紙「せたがや」

ひとり親家庭の支援団体

その他

特にない

無回答 全体(N=1,845)

（%）

便利だと思う支援情報の入手方法 

支援情報の入手先 

35.8 

22.0 

21.4 

16.2 

12.5 

11.2 

10.8 

7.5 

4.3 

2.9 

2.7 

2.4 

18.4 

1.1 

31.8 

23.5 

18.3 

14.6 

20.8 

18.1 

11.7 

2.0 

2.4 

3.7 

1.5 

6.4 

10.8 

0 10 20 30 40

区のホームページ

区の相談窓口（子ども家庭支援センター）

インターネットサイト

メールマガジン「ひとり親家庭支援情報」

冊子「ひとり親家庭が新しい一歩を踏み出だすために」

区の広報紙「せたがや」

友人・知人からの口コミ

ＳＮＳ（Ⅹ（エックス：旧ツイッター）・

ＬＩＮＥ・Ｉｎｓｔａｇｒａｍ等）

ひとり親家庭の支援団体

父母・祖父母・兄弟姉妹等の親族

テレビ・ラジオ・新聞

その他

特にない（※）

無回答

【令和5年度調査】全体(N=1,845)

【平成30年度調査】全体(N=1,442)

（%）

※複数回答 

※複数回答 

※平成 30 年度は、「特にない」は非聴取となっている。 

（報告書本文 67 ページ） 

（報告書本文 68 ページ） 



- 20 - 

 

 

ひとり親施策の中で、区に特に取り組んでほしいことは、「子どもの教育費の負担軽減（59.8％）」が最も

高く、「家賃補助や物件のあっせんなどの居住支援（52.6％）」、「子どもの学習支援（36.2％）」が続いてい

る。 
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ひとり親施策の中で、区に特に取り組んでほしいこと 

59.8 

52.6 

36.2 

31.5 

18.9 

18.6 

16.2 

16.0 

14.3 

4.9 

2.5 

1.1 

0 20 40 60 80

子どもの教育費の負担軽減

家賃補助や物件のあっせんなどの居住支援

子どもの学習支援

食の支援の充実

就職先のあっせんや資格取得の

ための支援などの就労支援

子どもの預け先の充実などの育児支援

ファイナンシャルプランナーとの

ライフプランの相談

養育費の確保への支援

弁護士等との法律相談

その他

特にない

無回答 全体(N=1,845)

（%）

※複数回答（３つまで） 
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